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久留米市指定生活援助訪問サービスにおける第１号事業支給費の額等を定める要綱 

 

（趣旨） 

第１条 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。）第１４０条の６３の２第

１項第３号に基づき久留米市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則に定める指定生

活援助訪問サービスの第１号事業支給費の額のほか、必要な事項を次のように定める。 

 （定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。）、

久留米市指定生活援助訪問サービスの人員、設備及び運営並びに指定生活援助訪問サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する要綱（平成２９年３

月３１日介保第３３０３号。）で使用する用語の例による。 

 （指定生活援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額） 

第３条 指定生活援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額は、別表に定める単位

数に１単位の単価を乗じて算定した額の１００分の９０に相当する額とする。 

２ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が市長

が定める額以上である場合（第４項に規定する場合を除く。）において、前項の規定を

適用する場合においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の

８０」とする。 

３ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下この条において「政令」という。）

第２９条の２第１項の規定の例による。 

４ 利用者が第一号被保険者であって市長が定めるところにより算定した所得の額が前項

の市長が定める額を超える市長が定める額以上である場合において、第１項の規定を適

用する場合においては、同項の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７

０」とする。 

５ 前項の市長が定めるところにより算定した所得の額及び市長が定める額については、

政令第２９条の２第２項の規定の例による。 

 （１単位の単価） 

第４条 前条の１単位の単価は、１０円とする。 

 （端数処理） 

第５条 前２条の規定により第１号事業支給費の額を算定した場合において、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 （実施上の留意事項） 

第６条 指定生活援助訪問サービスに要する第１号事業支給費の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項については、市長が別に定める。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

指定生活援助訪問サービスにおける基本報酬単位数表 

 区分 単位数 算定要件 

(1) 

生活援助訪問

サービス費

（Ⅰ） 

１か月につき 

１，０２３単位 

介護予防サービス計画等において週１回の指定

生活援助訪問サービスが必要とされた利用者に

対して、生活援助従業者等が指定生活援助訪問

サービスを行った場合。 

(2) 

生活援助訪問

サービス費

（Ⅱ） 

１か月につき 

２，０４６単位 

介護予防サービス計画等において週２回の指定

生活援助訪問サービスが必要とされた利用者に

対して、生活援助従業者等が指定生活援助訪問

サービスを行った場合。 

(3) 

生活援助訪問

サービス費

（Ⅲ） 

１か月につき 

３，０７０単位 

介護予防サービス計画等において週３回の指定

生活援助訪問サービスが必要とされた利用者

（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介

護認定審査会による審査及び判定の基準等に関

する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第２

条第１項第二号に掲げる区分である利用者に限

る。）に対して、生活援助従業者等が指定生活

援助訪問サービスを行った場合。 

(4) 

生活援助訪問

サービス費

（Ⅳ） 

１回につき 

２５６単位 

介護予防サービス計画等において指定生活援助

訪問サービスが必要とされた利用者に対して、

生活援助従業者等が指定生活援助訪問サービス

を行った場合に、１か月に３回を限度として算

定する。ただし、(1)から(3)のいずれかを算定し

ている場合は、算定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 

 

 

共生型生活

援助訪問サ

ービスを行

う場合 

（生活援助

訪問サービ

ス費Ⅰ） 

 

指定居宅介護事業

所で障害者居宅介

護従業者基礎研修

課程修了者等によ

り行われる場合 

１か月につき 

７１６単位 

共生型生活援助訪問サービス（久留米市指定生

活援助訪問サービスの人員、設備及び運営並び

に指定生活援助訪問サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法等の基準に関す

る要綱第４２条の２に規定する共生型生活援

助訪問サービスをいう。以下同じ。）の事業を

行う指定居宅介護事業者（障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準(平成１８年厚生労

働省令第１７１号。以下「指定障害福祉サービ

ス等基準」という。)第５条第１項に規定する指

定居宅介護事業者をいう。）が当該事業を行う

事業所（以下この注において「共生型生活援助

訪問サービスを行う指定居宅介護事業所」とい

う。）において、介護保険法施行令（平成１０

年政令第４１２号）第３条第１項第２号に規定

指定居宅介護事業

所で重度訪問介護

従業者養成研修修

了者により行われ

る場合 

１か月につき 

９５１単位 

指定重度訪問介護

事業所が行う場合 

１か月につき 
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９５１単位 する厚生労働大臣が定めるもの（平成１８年厚

生労働省告示第５３８号。以下「居宅介護従業

者基準」という。）第１条第４号、第９号、第

１４号又は第１９号から第２２号までに規定

する者が共生型生活援助訪問サービスを行っ

た場合は、１月につき所定単位数の１００分の

７０に相当する単位数を算定し、共生型生活援

助訪問サービスを行う指定居宅介護事業所に

おいて、居宅介護支援従業者基準第１条第５

号、第１０号又は第１５号に規定する者が共生

型生活援助訪問サービスを行った場合は、１月

につき所定単位数の１００分の９３に相当す

る単位数を算定し、共生型生活援助訪問サービ

スの事業を行う重度訪問介護に係る指定障害

福祉サービスの事業を行う者が当該事業を行

う事業所において共生型生活援助訪問サービ

スを行った場合は、１月につき所定単位数の１

００分の９３に相当する単位数を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 

共生型生活

援助訪問サ

ービスを行

う場合 

（生活援助

訪問サービ

ス費Ⅱ） 

 

指定居宅介護事業

所で障害者居宅介

護従業者基礎研修

課程修了者等によ

り行われる場合 

１か月につき 

１，４３２単位 

指定居宅介護事業

所で重度訪問介護

従業者養成研修修

了者により行われ

る場合 

１か月につき 

１，９０３単位 

指定重度訪問介護

事業所が行う場合 

１か月につき 

１，９０３単位 

 

 

 

 

 

 

(7) 
共生型生活

援助訪問サ

ービスを行

う場合 

（生活援助

訪問サービ

ス費Ⅲ） 

 

指定居宅介護事業

所で障害者居宅介

護従業者基礎研修

課程修了者等によ

り行われる場合 

１か月につき 

２，１４９単位 

指定居宅介護事業

所で重度訪問介護

従業者養成研修修

了者により行われ

る場合 

１か月につき 

２，８５５単位 

指定重度訪問介護

事業所が行う場合 

１か月につき 

２，８５５単位 

 

 

 

 

 

 

 

共生型生活

援助訪問サ

ービスを行

う場合 

（生活援助

訪問サービ

ス費Ⅳ） 

指定居宅介護事業

所で障害者居宅介

護従業者基礎研修

課程修了者等によ

り行われる場合 

１回につき 

１７９単位 
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(8) 

 指定居宅介護事業

所で重度訪問介護

従業者養成研修修

了者により行われ

る場合 

１回につき 

２３８単位 

指定重度訪問介護

事業所が行う場合 

１回につき 

２３８単位 

（備考） 

１ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護

予防認知症対応型共同生活介護、身体援助訪問サービス又は元気援助訪問サービスを受

けている間は、生活援助訪問サービス費は算定しない。 

２ 利用者が一の指定生活援助訪問サービス事業所において指定生活援助訪問サービスを

受けている間は、当該指定生活援助訪問サービス事業所以外の指定生活援助訪問サービ

ス事業所が指定生活援助訪問サービスを行った場合に、生活援助訪問サービス費は算定

しない。 

 

 


